
 

尼崎市障害者日中一時支援事業実施要綱 

（平成３０年５月１日改正後全文） 

（目的） 

第１条 本事業は、障害者又は障害児（以下「障害者等」という。）を一時的に預かるこ

とにより、障害者等に日中活動の場を提供し、障害者等の家族の就労支援及び障害者等

を日常的に介護している家族の一時的な休息を図ることを目的とする。 

（事業内容） 

第２条 本事業は、障害者等に日中の活動の場を提供し、見守り及び社会に適応するため

の日常的な訓練等（以下「支援サービス」という。）を行う。 

（事業の類型） 

第３条 本事業は、次条以下に規定するもののほか、尼崎市心身障害児及び知的障害者一時保

護者事業実施要綱（以下「一時保護者事業要綱」という。）により実施するものを含むものと

する。 

２ 一時保護者事業要綱に基づき実施する「一時保護者事業（日中型）」については、第８条及

び第２０条の規定を除き、一時保護者事業要綱の定めによるものとする。この場合において、

第８条及び第２０条中、「事業者」とあるのは「一時保護者」と読み替えるものとする。 

（指定事業者の指定登録） 

第４条 本事業を実施するために指定登録を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号。以下「法」という。）第３６条第１項に定める指定障害福祉サービス事業者

であって、法第５条に定める生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（法施

行規則第６条の１０第２号に定める就労継続支援Ｂ型をいう。以下同じ。）及び短期入

所事業者のいずれかの指定を受けている者でなければならない。 

２ 申請者は、指定登録申請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等 

（２）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

（３）事業所の平面図 

（４）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

（５）前項に規定する要件を証明する書類 

（６）管理者の経歴書 

（７）運営規程 

（８）その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、前項の規定による書類の提出があったときは、法第３６条に基づく指定障害

福祉サービス事業者の指定に準じて、申請者の事業実施能力を審査し、指定が適当と認

める場合につき指定登録通知書を交付するものとする。 

４ 指定登録を受けた者（以下「指定事業者」という。）が、第２項の規定に関する書類

の記載内容に変更があったとき、又は休止した事業を再開したときは、当該事実が発生

した日から１０日以内に、その旨を市長に届け出るものとする。 

５ 指定事業者は、事業の運営を廃止し、又は休止しようとするときは、廃止又は休止す



る日の１月前までに、その旨を市長に届け出るものとする。 

（指定登録の更新） 

第５条 前条の規定による指定事業者は、６年ごとに指定登録の更新を受けなければ、当

該期間（以下「指定登録の有効期間」という。）の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の規定による更新の申請があった場合において、指定登録の有効期間の満了の日

までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定登録の有効期間の

経過後もその処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定登録の更新がされたときは、その指定登録の有効期間は、

従前の指定登録の有効期間満了の日の翌日から起算するものとする。 

（指定事業者の基準） 

第６条 指定事業者は、当該指定登録に係る支援サービス事業所（以下「指定事業所」と

いう。）ごとに、尼崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等を定める条例（平

成２４年尼崎市条例第５０号）（以下「基準条例」という。）で定める当該指定事業所

を併設する指定障害福祉サービス事業所（以下「併設本体事業所」という。）の基準に

準じて、支援サービスを提供しなければならない。この場合において、基準条例中、「訓

練・作業室」とあるのは、「居室」と読み替えるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定事業所において、利用者の体調の急変等に適切に対応

できる能力を有する従業者を配置していると認められるときは、当該指定事業所に必要

な従業者（サービス管理責任者を除く。）の員数は次表のとおりとする。 

利用者の人数 従業者の員数 

１０人まで １ 

１０人を超える人数 １に利用者の数が１０を超

えて１０又はその端数を増

すごとに１を加えて得た数

とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、指定事業所は、サービス管理責任者を配置しないことが

できる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、指定事業所の設備を専ら支援サービスの用に供すること

が困難な場合は、当該指定事業所の利用者と併設本体事業所の利用者が同時間帯に居室

を共用しない場合に限り、当該併設本体事業所のサービス提供に差し支えのない範囲に

おいて、その設備を共用することができる。 

５ 第１項の規定にかかわらず、指定事業所の利用定員は、居室の床面積が利用者１人当

たり３平方メートル以上を確保できる人数を限度とする。ただし、併設本体事業所が生

活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援の場合、当該併設本体事業所の利用

定員の半数を超えない人数とする。 

６ 第１項の規定にかかわらず、基準条例で定める運営に関する基準については、指定短

期入所事業所の基準に準じて、支援サービスを提供することができる。 

（指定事業者の責務） 



第７条 指定事業者は、支援サービスの開始に際して、あらかじめ本事業の利用を決定し

た障害者又は障害児の保護者（以下「利用者等」という。）に対し、利用者の支援の選

択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、本事業の利用の

開始について利用者等の同意を得て、利用の契約を締結するものとする。 

（報告及び調査等） 

第８条 市長は、支援サービスの実施等に関して必要があると認めるときは、利用者等、

利用者等の配偶者若しくは利用者等の属する世帯員又はこれらの者であった者に対し、

報告若しくは文書その他物件の提出若しくは提示を命じ、又は担当職員に質問させるこ

とができる。 

２ 市長は、支援サービスの実施等に関して必要があると認めるときは、支援サービスを

行った者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、当該指定

事業者若しくは指定事業者の従業者又はこれらの者であった者に対し出頭を求め、又は

担当職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定事業者の当該指定に係る事業所

その他の支援サービスの提供に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくはその他物

件を検査させることができる。 

３ 市長は、前２項において指定事業者に支援サービスの実施等に関して適当でないと認

める部分があるときは、当該指定事業者に対して改善指導を行うことができる。 

４ 第１項及び第２項の規定による質問又は検査を行う場合においては、担当職員は、そ

の身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなけれ

ばならない。 

（指定登録の取消し） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定事業者の指定

登録を取り消し、又は期間を定めてその指定登録の全部若しくは一部の効力を停止する

ことができる。 

（１）指定事業者が、法第５０条に基づき指定障害福祉サービス事業者の指定の取り消

し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止されたとき 

（２）指定事業者が、支援サービスの実施に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき 

（３）前条第３項の規定に基づく改善指導に従わないとき 

（利用対象者） 

第１０条 本事業の対象となる者（以下「利用対象者」という。）は、法第５条に定める

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援及び短期入所のいずれかの支給決定

を受けている障害者等とする。 

（申請） 

第１１条 本事業の利用を受けようとする障害者等は、（介護給付費 訓練等給付費 特定

障害者特別給付費 移動支援 日中一時支援）支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申

請書を市長に提出するものとする。 

（利用決定） 

第１２条 市長は、前条の申請があった場合は、利用の要否等を決定し、利用決定通知書

又は利用却下通知書により本事業の利用を受けようとする障害者等に通知するものとす



る。 

２ 市長は、本事業の利用を決定した場合は、利用者等に対し、次の各号に規定する事項

を記載した障害福祉サービス受給者証兼地域生活支援受給者証（以下「受給者証」とい

う。）を交付するものとする。 

（１）利用者の氏名、居住地及び生年月日 

（２）交付の年月日及び受給者証番号 

（３）支給量 

（４）利用決定の有効期間 

（５）障害支援区分 

（６）負担上限月額に関する事項 

（７）その他必要な事項 

（変更申請） 

第１３条 利用者等は、受給者証の内容について変更が必要な場合は、利用変更申請書を市長

に提出するものとする。 

（変更通知） 

第１４条 市長は、前条の規定による申請を受理した場合は、その要否を決定し、利用変更決

定通知書により利用者等に通知するものとする。 

（資格喪失） 

第１５条 利用者等が次の各号に該当した場合は、この利用資格を喪失する。 

（１）利用者が、死亡したとき 

（２）利用者が、利用決定の有効期間内において本市に住所を有しなくなったとき 

（３）利用者が、障害者支援施設、障害児入所施設、特別養護老人ホームその他の入所施設

に入所したとき 

（４）利用者が、法第５条に定める共同生活援助を利用したとき 

（５）利用者が、医療機関に入院したとき 

（６）利用者等が、利用の要否に係る調査に応じないとき 

（７）利用者等が、利用に関し虚偽の申請をしたとき 

（８）利用者等が、自らこの利用資格の喪失を届け出たとき 

（９）利用者が、本事業を利用する必要がなくなったと市長が認めるとき 

（受給者証の再交付） 

第１６条 利用者等は、受給者証を紛失又は破損した場合は、再交付申請書を市長に提出する

ものとする。 

２ 市長は、利用決定の有効期間内において、前項の規定による申請を受理した場合は、利

用者等に対し、受給者証を交付するものとする。 

（給付費の支給） 

第１７条 市長は、利用者が利用決定の有効期間内において、指定事業者から支援サービ

スを受けたときは、利用者等に対し、当該支援サービス（利用決定を受けた支給量の範

囲内に限る。）に要した費用について、支援サービス給付費（以下「給付費」という。）

を支給する。 



２ 市長は、利用者が指定事業者から支援サービスを受けたときは、利用者等が当該指定

事業者に支払うべき当該支援サービスに要した費用について、給付費として当該利用者

等に支給すべき限度において、当該利用者等に代わり、当該指定事業者に支払うこと（以

下「代理受領」という。）ができる。 

３ 前項の規定による支払いがあったときは、利用者等に対し給付費の支給があったもの

とみなす。 

４ 第２項の規定により代理受領を受けようとする指定事業者は、請求書に提供実績記録票を

添えて、これを市長に提出することにより、給付費を請求することができる。 

５ 給付費の額は、１月につき、第１号に掲げる額から第２号に掲げる額を控除して得た

額とする。 

（１）別表１の単価により算定した費用 

（２）次条に規定する利用者負担上限月額（当該利用者負担上限月額が前号に掲げる額

の百分の十に相当する額を超えるときは、当該相当する額） 

６ 給付費の支給は、指定事業者から利用実績があった日の属する月の翌月１０日（その日が

尼崎市の休日の場合はその前の日）までに請求がなされた分について、利用実績があった日

の属する月の翌々月末日までに行うものとする。 

（利用者負担上限月額） 

第１８条 利用者負担額の上限月額は次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に規定する

額とする。 
（１）利用対象者が生活保護受給世帯及び「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」による支

援給付受給世帯に属する場合 ０円 

（２）利用対象者の属する世帯が市町村民税非課税世帯であって、利用対象者の年収（利

用対象者が１８歳未満の場合にあってはその保護者の年収）が８０万円以下の場合 

０円 

（３）利用対象者の属する世帯が市町村民税非課税世帯であって、前号に掲げる以外の

場合 ０円 

（４）利用対象者（１８歳以上の場合に限る。）の属する世帯が市町村民税課税世帯で

あって、課税されている所得割の額が１６万円未満の場合 ９，３００円 

（５）利用対象者（１８歳未満の場合に限る。）の属する世帯が市町村民税課税世帯で

あって、課税されている所得割の額が２８万円未満の場合 ４，６００円 

（６）前５号に掲げる以外の場合 ３７，２００円 

２ 前項各号において世帯とは、利用対象者が１８歳以上の場合にあっては利用対象者及

びその配偶者、利用対象者が１８歳以下の場合にあっては利用対象者の属する世帯全員

とする。 

(利用者負担上限月額の特例) 

第１９条 前条第１項第４号から第６号に掲げる区分に該当する利用対象者が、法第２８

条に定める介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等給付費若しくは

尼崎市障害者移動支援事業実施要綱第１７条に規定する給付費(以下「介護給付費等」と



いう。)の支給を受ける者である場合は、前条に規定する利用者負担上限月額(以下「上

限月額」という。)に当該月分の介護給付費等の給付費に係る利用者負担額を加えた額の

合計が上限月額を超えることのないように、上限月額を減ずるものとする。 

（不正利得の徴収） 

第２０条 市長は、偽りその他不正の手段により給付費を受けた者があるときは、その者から、

その給付費の額に相当する金額の全部又は一部を徴収することができる。 

２ 市長は、指定事業者が偽りその他不正の行為により給付費の支給を受けたときは、当該事

業者等に対し、その支払った額につき返還させることができる。 

（資料の提供等） 

第２１条 市長は、支援サービスに関して都道府県等が行う調査等に関して必要があると認め

られるときは、当該事業に関する情報提供、連携を行うことができる。また、市長が必要と

認める場合には、都道府県等関係機関に協力依頼、助言等を求めることができる。 

（補則） 

第２２条 この要綱に規定するもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

（施行の期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（事業所の指定に係る経過措置） 

２ 平成１８年９月末日現在、短期入所の指定事業所として指定を受けている者で、平成

１８年４月以降９月末までの間で、尼崎市から短期入所の決定を受けている者が、日中

利用を行った実績のある事業所については、第３条第１項及び同条第２項の規定にかか

わらず、日中一時支援登録申請書及び指定登録通知書を提出することにより、日中一時

支援事業所として登録したものとみなす。 

（日中一時支援の支給決定に係る経過措置） 

３ 平成１８年９月末日までに短期入所の支給決定を受けているもので、平成１８年４月

以降、平成１８年９月末日までの間で日中利用の実績のある者は、日中一時支援の支給

決定を受けた者とみなす。 

附 則 

（施行の期日） 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

 この要綱は、平成１９年１１月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 



 この要綱は、平成２０年１２月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の利用者負担上限月額については、この要綱の施行日以後の利用に係る利用者負

担額に対して適用し、施行日前の利用分については、なお従前の例によるものとする。 

附 則 

（施行の期日） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

この要綱は、平成２５年６月２１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行の期日） 

１ この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行日前に旧要綱の規定によりなされた申請又は届出その他の手続は、この

要綱の規定によりなされたものとみなす。 

附 則 

（施行の期日） 

この要綱は、平成３０年５月１日から施行する。 



（別表１）

１　支給基準額

区分 ４時間以下 ４時間超え８時間以下 ８時間超える

区分６ 2,350 4,710 7,070

区分５ 2,000 4,010 6,010

区分４ 1,650 3,300 4,960

区分３ 1,480 2,970 4,460

区分２・１・区分なし 1,290 2,590 3,890

医療施設 6,360 12,720 19,080

遷延性 3,710 7,420 11,130

区分３ 2,000 4,010 6,010

区分２ 1,570 3,140 4,710

区分１ 1,290 2,590 3,890

医療機関 6,360 12,720 19,080

遷延性 3,710 7,420 11,130

２　加算額

支給基準額

440

540

尼崎市日中一時支援事業単価表（平成30年５月１日現在）

障害者

児　童

加算の名称

食事提供体制加算

送迎加算（片道）

３　サービス内容

利用区分 内　容

障害者

４時間以下 日中一時１／４（区分なし・区分１～６・医療・遷延性）

障害者

４時間以下 日中一時１／４（区分なし・区分１～６・医療・遷延性）

４時間を超え８時間以下 日中一時１／２（区分なし・区分１～６・医療・遷延性）

８時間を超える 日中一時３／４（区分なし・区分１～６・医療・遷延性）

児　童

４時間以下 日中一時１／４（区分なし・区分１～６・医療・遷延性）

４時間を超え８時間以下 日中一時１／２（区分なし・区分１～６・医療・遷延性）

８時間超える 日中一時3／４（区分なし・区分１～６・医療・遷延性）


